
三井住友トラスト･アセットマネジメント株式会社

〒105-0011　東京都港区芝公園一丁目1番1号

ホームページ　https://www.smtam.jp/

■口座残高など､お客さまのお取引内容についてのお問い合わせ

お取引のある販売会社へお問い合わせください｡

■当運用報告書についてのお問い合わせ

フリーダイヤル：0120-668001

(受付時間は営業日の午前9時～午後5時です｡)

運 用 報 告 書（全 体 版）

第24期 (決算日　2023年11月29日)

受益者のみなさまへ

平素は格別のご愛顧を賜り､厚くお礼申しあげます｡

さて､当ファンドはこのたび上記の決算を行いました

ので､ここに期中の運用状況をご報告申しあげます｡

今後とも一層のご愛顧を賜りますよう､お願い申しあ

げます｡

次世代ファンド 
(愛称:次世代)

＜140803＞

当ファンドの仕組みは次の通りです｡

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 信託期間は1999年11月30日から無期限です｡

運 用 方 針

わが国の株式を中心に投資します｡短期的な市場動

向に左右されず､独自の調査に基づいたファンダメ

ンタル重視の投資を行い､将来の資産価値極大化を

めざした中長期的な視点からの運用を行うことを基

本方針とします｡

主要運用対象 わが国の株式を主要投資対象とします｡

組 入 制 限
株式への投資割合には制限を設けません｡

外貨建資産への投資は行いません｡

分 配 方 針

原則として､毎年11月29日(休業日の場合は翌営業

日)に決算を行い､収益の分配を行います｡

分配対象額は､経費控除後の繰越分を含めた配当等

収益及び売買益等の全額とします｡

分配金額については､委託会社が基準価額水準､市況

動向等を勘案して決定します｡ただし､分配対象額が

少額の場合には分配を行わないことがあります｡
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【本運用報告書の記載について】

・基準価額および税込分配金は1万口当たりで表記しています｡

・原則として､数量､額面､金額の表記未満は切捨て､比率は四捨五入で表記しています｡

・－印は､組入､異動等の該当がないことを示します｡

・�指数に関する著作権等の知的財産権およびその他の一切の権利は指数の開発元もし

くは公表元に帰属します｡

－�1�－
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最近5期の運用実績 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株 式 
組 入 比 率 

株 式 先 物 
比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 %  % % % 百万円 
第20期(2019年11月29日) 12,814 0 0.5 14,469 5.0 97.7 － 4,506 

第21期(2020年11月30日) 16,317 700 32.8 15,309 5.8 96.6 － 4,396 

第22期(2021年11月29日) 18,430 600 16.6 17,353 13.4 96.3 － 4,542 

第23期(2022年11月29日) 17,051 0 △7.5 18,226 5.0 97.2 － 4,570 

第24期(2023年11月29日) 18,455 350 10.3 22,179 21.7 96.4 － 4,239 
 
(注1) 基準価額の騰落率は分配金込みです｡ 
(注2) 株式先物比率は｢買建比率－売建比率｣で算出しております｡ 
 

当期中の基準価額と市況の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 株   式 

組 入 比 率 
株 式 先 物 
比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(当  期  首) 円 %  % % % 
2022年11月29日 17,051 － 18,226 － 97.2 － 

11月末 16,998 △0.3 18,165 △0.3 97.3 － 

12月末 16,391 △3.9 17,335 △4.9 96.2 － 

2023年1月末 17,032 △0.1 18,102 △0.7 96.9 － 

2月末 16,856 △1.1 18,274 0.3 97.1 － 

3月末 16,995 △0.3 18,585 2.0 96.2 － 

4月末 16,867 △1.1 19,086 4.7 97.5 － 

5月末 17,652 3.5 19,776 8.5 97.4 － 

6月末 19,222 12.7 21,269 16.7 97.7 － 

7月末 19,270 13.0 21,587 18.4 98.1 － 

8月末 19,041 11.7 21,680 19.0 97.1 － 

9月末 18,905 10.9 21,791 19.6 97.1 － 

10月末 17,755 4.1 21,139 16.0 97.4 － 

(当  期  末)       
2023年11月29日 18,805 10.3 22,179 21.7 96.4 － 

 
(注1) 期末基準価額は分配金込み､騰落率は期首比です｡ 
(注2) 株式先物比率は｢買建比率－売建比率｣で算出しております。 
 

参考指数は､TOPIX(東証株価指数)(配当込み)です｡ 
TOPIX(東証株価指数)とは､株式会社ＪＰＸ総研が算出､公表する指数で､日本の株式市場を広範に網羅すると
ともに､投資対象としての機能性を有するマーケット･ベンチマークで､浮動株ベースの時価総額加重方式によ
り算出されます｡ 
｢配当込み｣指数は､配当収益を考慮して算出した指数です｡ 
 

TOPIX(東証株価指数)(配当込み)(以下､｢配当込みＴＯＰＩＸ｣という｡)の指数値及び配当込みＴＯＰＩＸに係
る標章又は商標は､株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社(以下｢ＪＰＸ｣という｡)の知的財
産であり､指数の算出､指数値の公表､利用など配当込みＴＯＰＩＸに関するすべての権利･ノウハウ及び配当
込みＴＯＰＩＸに係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します｡ＪＰＸは､配当込み
ＴＯＰＩＸの指数値の算出又は公表の誤謬､遅延又は中断に対し､責任を負いません｡本商品は､ＪＰＸにより
提供､保証又は販売されるものではなく､本商品の設定､販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対し
てもＪＰＸは責任を負いません｡設定日を10,000として指数化したものを掲載しています｡  

－�2�－
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当期中の運用経過と今後の運用方針

	 基準価額等の推移

第24期首 第24期末
第24期首：17,051円
第24期末：18,455円（既払分配金350円）
騰落率：10.3%（分配金再投資ベース）
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分配金再投資基準価額（左軸）
基準価額（円）（左軸）
純資産総額（億円）（右軸）

参考指数（左軸）

（注1）�分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマン
スを示すものです。

（注2）�分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額により課税条件も異なりま
す。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。

（注3）�分配金再投資基準価額及び参考指数は、2022年11月29日の値を基準価額に合わせて指数化しています。

	 基準価額の主な変動要因

当期末の基準価額は、期首比で上昇しました。
国内株式市場は、米国のインフレ鈍化を示唆する経済指標発表がプラス要因となる一方で、欧米における金融シ
ステム不安がマイナス要因となり、期初から2023年3月中旬にかけて一進一退となりました。その後は、欧米の金
融当局の迅速な対応が奏功して落ち着きを取り戻し、9月中旬にかけては、金融引き締めを継続する世界各国と金
融緩和を継続する日本における政策の方向性の違い、日本におけるデフレ脱却期待、円安・ドル高の進行などを好
感して大幅に上昇しました。その後は、日銀の長短金利操作（イールドカーブ・コントロール）修正による長期金利の
上昇、米国長期金利の大幅上昇、米国株式市場の下落などを受けて急落しましたが、期末にかけては米国長期金
利の反落などを好感して上昇に転じました。
個別銘柄では、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ（「情報技術」）、シンクロ・フード（「情報技術」）、トランザクション
（「高齢化・少子化」）、トヨタ自動車（「環境保全・対策」）などが基準価額にプラス寄与しました。一方で、ダブルス
タンダード（「情報技術」）、チェンジホールディングス（「情報技術」）、ＢＥＥＮＯＳ（「情報技術」）、アクシージア
（「情報技術」）などが基準価額にマイナス影響しました。

－�3�－
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	 投資環境

当期首 当期末

参考指数
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国内株式市場は、米国のインフレ鈍化を示唆する経済
指標発表がプラス要因となる一方で、欧米における金
融システム不安がマイナス要因となり、期初から2023
年3月中旬にかけて一進一退となりました。その後は、
欧米の金融当局の迅速な対応が奏功して落ち着きを
取り戻し、9月中旬にかけては、金融引き締めを継続す
る世界各国と金融緩和を継続する日本における政策
の方向性の違い、日本におけるデフレ脱却期待、円安・
ドル高の進行などを好感して大幅に上昇しました。その
後は、日銀の長短金利操作（イールドカーブ・コントロー
ル）修正による長期金利の上昇、米国長期金利の大幅
上昇、米国株式市場の下落などを受けて急落しました
が、期末にかけては米国長期金利の反落などを好感し
て上昇に転じました。

	 当ファンドのポートフォリオ

社会や経済に大きな変革を迫る3つのメガトレンド、「テクノロジーの進歩」、「人口構造の変化」、「気候変動と資
源不足」によって長期成長が見込まれる3分野、「情報技術」、「高齢化・少子化」、「環境保全・対策」に着目してい
ます。3分野を牽引する旬なテーマを時代の変化に合わせて選別し、テーマからの恩恵が期待され、強い事業競争
力を持つ勝ち組企業を投資対象としました。
ポートフォリオの構築は、中長期的な利益成長性からみて株価が割安と判断される銘柄を中心に厳選し、チェンジ
ホールディングス（「情報技術」）、ＳＢＩホールディングス（「情報技術」）、トランザクション（「高齢化・少子化」）など
の買い付け、日本駐車場開発（「高齢化・少子化」）、西本Ｗｉｓｍｅｔｔａｃホールディングス（「高齢化・少子化」）など
の売却を行いました。

－�4�－
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	 当ファンドの組入資産の内容

○組入上位銘柄
順位 銘柄名 国・地域 組入比率
1 日本アクア 日本 5.8%
2 ＳＢＩホールディングス 日本 5.6%
3 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 日本 5.5%
4 トヨタ自動車 日本 4.8%
5 トランザクション 日本 4.8%
6 レンゴー 日本 4.3%

順位 銘柄名 国・地域 組入比率
7 信越化学工業 日本 4.2%
8 東京エレクトロン 日本 3.8%
9 富士電機 日本 3.0%
10 シンクロ・フード 日本 2.9%

組入銘柄数 56
（注）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。

○資産別配分 ○国別配分 ○通貨別配分

国内株式
96.4％

その他
3.6%

日本
100.0%

円
100.0%

（注）資産別・通貨別配分の比率は純資産総額に対する評価額の割合、国別配分の比率は組入証券評価額に対する評価額の割合です。そ
の他は未収・未払金等の発生により、数値がマイナスになることがあります。

	 当ファンドのベンチマークとの差異

当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額（分配金込み）と参考指数の騰落率の対比です。
（％）

第24期
0

10

20

30

参考指数
基準価額

－�5�－
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	 分配金

分配金額は、経費控除後の利子・配当等収益、基準価額水準等を考慮して以下の通りとさせていただきました。
なお、収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。

（1万口当たり・税引前）

項目 第24期
2022年11月30日～2023年11月29日

当期分配金� （円） 350
（対基準価額比率）� （％） （1.861）
当期の収益� （円） 332
当期の収益以外� （円） 17

翌期繰越分配対象額� （円） 13,804
（注1）「当期の収益」及び「当期の収益以外」は、円未満を切り捨てて表示していることから、合計した額が「当期分配金」と一致しない場合が

あります。
（注2）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なり

ます。
（注3）－印は該当がないことを示します。

	 今後の運用方針

情報技術関連産業、高齢化・少子化関連産業、環境保全・環境対策関連産業に着目して、徹底した企業調査を行
い、原則としてこれら３分野の中から委託者が独自に利益成長力の高い企業を発掘し、投資を行います。

－�6�－
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1万口当たりの費用明細

項目
当期

項目の概要（2022年11月30日～2023年11月29日）
金額 比率

（ａ）信託報酬 293円 1.650％（ａ）信託報酬＝〔期中の平均基準価額〕×信託報酬率�
期中の平均基準価額は17,748円です。
信託報酬に係る消費税は当（作成）期末の税率を採用しています｡

（投信会社） （137） （0.770） 委託した資金の運用、基準価額の計算、開示資料作成等の対価
（販売会社） （137） （0.770） 交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、

購入後の情報提供等の対価
（受託会社） （20） （0.110） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（ｂ）売買委託手数料 13 0.074 （ｂ）売買委託手数料＝〔期中の売買委託手数料〕×10,000〔期中の平均受益権口数〕
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払
う手数料

（株式） （13） （0.074）
（新株予約権証券） （－） （－）
（オプション証券等） （－） （－）
（新株予約権付社債（転換社債）） （－） （－）
（投資信託証券） （－） （－）
（商品） （－） （－）
（先物・オプション） （－） （－）

（ｃ）有価証券取引税 － － （ｃ）有価証券取引税＝〔期中の有価証券取引税〕×10,000〔期中の平均受益権口数〕
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関す
る税金

（株式） （－） （－）
（新株予約権証券） （－） （－）
（オプション証券等） （－） （－）
（新株予約権付社債（転換社債）） （－） （－）
（公社債） （－） （－）
（投資信託証券） （－） （－）

（ｄ）その他費用 1 0.005 （ｄ）その他費用＝ 〔期中のその他費用〕 ×10,000〔期中の平均受益権口数〕
（保管費用） （－） （－） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保

管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用） （1） （0.005） 監査費用は、監査法人に支払うファンドの監査に係る費用
（その他） （0） （0.000） その他は、信託事務の処理等に要するその他諸費用

合計 307 1.729
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
（注２）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）「比率」欄は、１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

－�7�－
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＜参考情報＞
総経費率
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を除
く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（1口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.66％
です。

総経費率
1.66％

運用管理費用
（投信会社）
0.77％

運用管理費用
（販売会社）
0.77％

運用管理費用
（受託会社）
0.11％

その他費用
0.01％

（注1）各費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注2）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。
（注3）各比率は、年率換算した値です。
（注4）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。
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売買および取引の状況 

＜株 式＞ 

 
当 期 

買 付 売 付 
株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上 場 1,417 2,537,793 2,378 3,312,511 

 (121) (－)   
 
(注1) 金額は受渡代金です。 
(注2) ( )内は株式分割､予約権行使､合併等による増減分で､上段の数字には含まれておりません｡ 

 

株式売買比率 

＜株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合＞ 

項 目 当 期 

(a) 当 期 中 の 株 式 売 買 金 額 5,850,304千円 

(b) 当 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 4,286,007千円 

(c) 売 買 高 比 率(a)/(b) 1.36   
 
(注1) (b)当期中の平均組入株式時価総額は各月末現在の組入株式時価総額の平均です｡ 
(注2) (c)売買高比率は小数第3位以下を切り捨てております｡ 

 

利害関係人※との取引状況等 

■利害関係人との取引状況 

区       分 

当 期 

買付額等Ａ 

  

売付額等Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 % 百万円 百万円 % 
金 銭 信 託 1 1 100.0 1 1 100.0 

コ ー ル ・ ロ ー ン 30,435 2,878 9.5 30,323 2,878 9.5 
 
(注)当該取引に係る利害関係人は､三井住友信託銀行株式会社です｡ 

 

  

※ 利害関係人とは､投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です｡ 
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組入資産の明細 

＜国内株式(上場株式)＞ 
 

銘 柄 
当期首(前期末) 当 期 末 

株  数 
(千株) 

株  数 
(千株) 

評 価 額 
(千円) 

鉱業(1.6%)    

ＩＮＰＥＸ 99 32 66,192 

建設業(6.0%)    

ウエストホールディングス 3 － － 

日本アクア 174 265 245,390 

パルプ・紙(4.4%)    

レンゴー 280 192 180,902 

化学(6.1%)    

クレハ 5 － － 

デンカ 13 1 2,625 

信越化学工業 9.1 34.6 178,882 

東京応化工業 11 － － 

扶桑化学工業 15.3 1.3 5,635 

Ｉ－ｎｅ － 2 5,188 

アクシージア 32 58 58,058 

ガラス・土石製品(1.3%)    

東洋炭素 3 10 44,700 

ＭＡＲＵＷＡ 0.8 0.2 5,812 

非鉄金属(0.2%)    

住友金属鉱山 19 2 8,580 

ＡＲＥホールディングス 2 － － 

機械(8.0%)    

オプトラン 29 － － 

ＳＭＣ 1.5 1.5 111,330 

日精エー・エス・ビー機械 － 22 108,790 

アネスト岩田 － 55 59,785 

ホシザキ － 10 46,880 

電気機器(23.9%)    

富士電機 16 21 127,071 

ニデック 7.5 7.3 41,106 

ルネサスエレクトロニクス 22 17.6 45,636 

パナソニック ホールディングス － 48 73,128 

ＴＤＫ 3 1 6,721 

日本電波工業 32 － － 

シスメックス 4 3.9 31,827 
 

 

銘 柄 
当期首(前期末) 当 期 末 

株  数 
(千株) 

株  数 
(千株) 

評 価 額 
(千円) 

フェローテックホールディングス 18 8.8 25,810 

イリソ電子工業 － 24 94,320 

芝浦電子 1 12 71,040 

ローム 4 41.1 114,258 

三井ハイテック － 9.2 66,460 

新光電気工業 22 1 5,536 

村田製作所 25 31.3 89,173 

ニチコン － 16 22,896 

東京エレクトロン 3 6.8 162,894 

輸送用機器(8.6%)    

デンソー 2 36 82,728 

川崎重工業 37 19.6 64,895 

トヨタ自動車 108 73 204,582 

精密機器(－%)    

オリンパス 43 － － 

その他製品(4.9%)    

トランザクション － 97 201,663 

電気・ガス業(－%)    

イーレックス 14 － － 

陸運業(3.0%)    

東急 111 2 3,488 

小田急電鉄 － 8 16,660 

東日本旅客鉄道 － 13 102,856 

情報・通信業(9.7%)    

テクマトリックス 93 6 10,446 

ＧＭＯペイメントゲートウェイ 6.3 0.3 2,673 

アイル 11.8 － － 

マークラインズ 34 30 84,330 

チェンジホールディングス － 66 105,468 

シンクロ・フード 101 165.7 123,115 

ユーザーローカル 9 40.9 70,348 

卸売業(1.8%)    

豊田通商 9 9 73,323 

西本Ｗｉｓｍｅｔｔａｃホールディングス 51 － － 
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銘 柄 
当期首(前期末) 当 期 末 

株  数 
(千株) 

株  数 
(千株) 

評 価 額 
(千円) 

小売業(1.0%)    

ＢＥＥＮＯＳ － 27 39,960 

銀行業(5.7%)    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 191.8 185.8 232,900 

証券、商品先物取引業(6.1%)    

ＳＢＩホールディングス 31 74 235,764 

スパークス・グループ － 9 13,509 

保険業(0.9%)    

アニコム ホールディングス － 57 34,371 

その他金融業(1.5%)    

イントラスト 12 － － 

オリックス 31.2 22.2 59,695 

不動産業(2.7%)    

日本駐車場開発 894 50 10,200 
 

 

銘 柄 
当期首(前期末) 当 期 末 

株  数 
(千株) 

株  数 
(千株) 

評 価 額 
(千円) 

アズーム 2.1 － － 

三井不動産 41 28.4 98,207 

イオンモール － 1 1,715 

サービス業(2.6%)    

アイティメディア 37 － － 

チャーム・ケア・コーポレーション 58 48 58,512 

ＥＲＩホールディングス 36 26 44,876 

ウィルグループ 16 － － 

エル・ティー・エス － 1 3,790 

ＴＲＥホールディングス 3 － － 

ダイセキ 34.2 － － 

合 計 
株 数 ・ 金 額 2,871 2,031 4,086,707 

銘柄数＜比率＞ 55 56 <96.4%> 
 
(注1) 銘柄欄の( )内は､国内株式の評価総額に対する各業種の比率

です｡ 
(注2) 合計欄の< >内は､純資産総額に対する評価額の比率です｡ 
 

 

投資信託財産の構成 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 % 

株 式 4,086,707 93.6 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 279,382 6.4 

投 資 信 託 財 産 総 額 4,366,089 100.0 
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資産､負債､元本および基準価額の状況ならびに損益の状況 

■資産､負債､元本および基準価額の状況 

項 目 
当 期 末 

2023年11月29日現在 

(A) 資 産 4,366,089,307円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 256,110,047   

 株 式(評価額) 4,086,707,100   

 未 収 配 当 金 23,272,160   

(B) 負 債 127,007,190   

 未 払 収 益 分 配 金 80,393,397   

 未 払 解 約 金 9,677,417   

 未 払 信 託 報 酬 36,694,338   

 未 払 利 息 253   

 そ の 他 未 払 費 用 241,785   

(C) 純 資 産 総 額(A-B) 4,239,082,117   

 元 本 2,296,954,223   

 次 期 繰 越 損 益 金 1,942,127,894   

(D) 受 益 権 総 口 数 2,296,954,223口 

 1 万 口 当 た り 基 準 価 額(C/D) 18,455円 
 
 

■損益の状況 

項 目 
当   期 

自 2022年11月30日 
至 2023年11月29日 

(A) 配 当 等 収 益 90,609,601円 

 受 取 配 当 金 90,665,936   

 受 取 利 息 655   

 そ の 他 収 益 金 510   

 支 払 利 息 △57,500   

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 376,305,769   

 売 買 益 899,631,347   

 売 買 損 △523,325,578   

(C) 信 託 報 酬 等 △72,815,401   

(D) 当 期 損 益 金(A+B+C) 394,099,969   

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 700,822,909   

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 927,598,413   

 (配 当 等 相 当 額) (2,156,247,041)  

 (売 買 損 益 相 当 額) (△1,228,648,628)  

(G) 計 (D+E+F) 2,022,521,291   

(H) 収 益 分 配 金 △80,393,397   

 次 期 繰 越 損 益 金(G+H) 1,942,127,894   

 追 加 信 託 差 損 益 金 927,598,413   

 (配 当 等 相 当 額) (2,156,247,041)  

 (売 買 損 益 相 当 額) (△1,228,648,628)  

 分 配 準 備 積 立 金 1,014,529,481   
 
(注1) (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます｡ 
(注2) (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています｡ 
(注3) (F)追加信託差損益金とあるのは､信託の追加設定の際､追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます｡ 
 

<注記事項> 
※ 当ファンドの期首元本額は2,680,178,438円､期中追加設定元本額は106,011,473円､期中一部解約元本額は489,235,688円です｡ 
※ 分配金の計算過程 
 

項 目 当 期 

(A) 配当等収益額(費用控除後) 76,476,132円 

(B) 
有価証券売買等損益額 
(費用控除後・繰越欠損金補填後) 

45,711,478円 

(C) 収益調整金額 2,156,247,041円 

(D) 分配準備積立金額 972,735,268円 

(E) 分配対象収益額(A+B+C+D) 3,251,169,919円 

(F) 期末残存口数 2,296,954,223口 

(G) 収益分配対象額(1万口当たり)(E/F×10,000) 14,154円 

(H) 分配金額(1万口当たり) 350円 

(I) 収益分配金金額(F×H/10,000) 80,393,397円 
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分配金のお知らせ 

 当  期 

1万口当たり分配金 350円 
 
(注)分配金は決算日から起算して5営業日までにお支払いを開始しております｡ 

 

 
 

お知らせ 

当ファンドの運用実態を踏まえ､デリバティブ取引の利用目的を明確化するため､投資信託約款に

所要の変更を行いました｡ (変更日：2023年8月30日) 

 

【分配金の課税上の取扱いについて】 

・収益分配金には､課税扱いとなる｢普通分配金｣と､非課税扱いとなる｢元本払戻金(特別分配金)｣(受益者

毎の元本の一部払戻しに相当する部分)の区分があります｡ 

 

受益者が収益分配金を受け取る際､ 

A.当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の場合又は当該受益者の個別元本

を上回っている場合には､当該収益分配金の全額が普通分配金となり､ 

B.当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合には､その下回る部分

の額が元本払戻金(特別分配金)となり､当該収益分配金から当該元本払戻金(特別分配金)を控除した

額が普通分配金となります｡ 

 

なお､受益者が元本払戻金(特別分配金)を受け取った場合､収益分配金発生時にその個別元本から当該

元本払戻金(特別分配金)を控除した額が､その後の当該受益者の個別元本となります｡ 

 

・課税上の詳細につきましては､税務専門家等にご確認されることをお勧めいたします｡ 

・税法が改正された場合などは､上記の内容が変更になる場合があります｡ 
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